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1  地区委員会とは 

地区委員会は、子どもたちの健全育成を目的として、地域内の子どもに関係する団体や住民が連帯

協力して結成した連合組織（連合協議体）で、地域の育成活動の核となる組織です。 

正式には、「中野区青少年育成○○地区委員会」（＊○○には地区の名称が入ります）と称し、区民活

動センターを単位に、現在１４の地区委員会が活動しています。（昭和地区は東中野地区を含みます） 

地域の町会・自治会、育成会、子ども会、子どもとともに進む会、ＰＴＡ、ボーイスカウト・ガールスカウ

ト、スポーツ団体等から推薦された委員を中心に、次世代育成委員、主任児童委員など子育て・子育ち

支援に関係している委員が加わり、地区委員会を構成しています。 

地区委員会は、参加する地域の育成団体間や学校・行政等との連絡調整・情報交換や、より良い子育

ち環境づくり、広報活動、研修活動などを行っています。また、ミニ・リーダー講習会、スポーツ大会な

どの地域ぐるみの子ども育成事業も実施しています。 

 

2  地区委員会の役割 

子どもたちの生活の場には、「家庭」「学校」「地域」があります。地区委員会は、子どもたちの生活の

場の一つである「地域」の育成環境の充実と「子どもたちの健全育成活動の推進」を大きな使命として

います。 

なお、地区委員会の役割は、大きく次の三つに分けることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1） 連絡調整・情報交換 

地域には、町会・自治会などの住民組織、子ども会、子どもとともに進む会、青少年育成部、スポー

ツ団体などの子どもたちにかかわる育成団体の他、子どもたちが通学する学校をはじめ、すこやか福

祉センター、区民活動センター、児童館、キッズ･プラザ、学童クラブなどの公的機関（行政）がありま

す。 

子どもたちの生活の場である家庭、学校、地域における様々な活動が健全育成のための共通理解

を持って、全体としてバランスのとれたものになるよう、地域としての健全育成の共通の目標達成に

向けた協議、情報交換が必要になります。 

また、地域の子どもたちに関連する問題点を取り上げ、その解決策を考えたり、各団体や委員それ

ぞれの役割分担や連携の仕方を明確にするといった、調整機能も求められます。 

このような協議や情報交換、調整の場を設けることの他、地域でまとめられた考えや意見、要望等

地区委員会の役割 

連絡調整 

情報交換 
合同事業の運営 地域への広報活動 
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を区に対し、申し入れをする役割も担います。 

  

 

① 子どもの人格を認め、健やかに育てる場であること。 

子どもは社会を構成する主体として成長発達していく過程にある独立した存在です。 

本来、子どもたちは、人や自然、文化などにふれあう活動の中で、人間として生きる手立てを自分

のものとして身につけていきます。そのためにも、子どもの人格のすべてを（良くない点も）認めて

いくことが大切です。 

地区委員会における活動は子どもに対し監視的、禁止的、対策的な対応を取るのではなく、

子どもたちを健やかに育てる感覚を大切にし、そのような活動を行う組織であることが必要で

す。 

 

② 子どもの心と身体の発達について、共に理解し、地域だからこそできる体験を提供

すること。 

最近の子どもたちは成長の過程で、生きるために必要な生活技術、人間関係形成、問題解決など

の『生きる力』を身につける機会が少なくなってきています。 

そうした状況について、育成者は、自分自身の成長過程での体験や子育て体験、育成活動を

通しての体験などを、様々な立場の人と相互に理解・共有し、地域の行事が学校、学年を越えて

子どもたちに豊かな体験の機会を与える場になることを認識して、活動を進めて行くことが必

要です。 

 

③ 子どもが自ら参加できる環境づくりと、保護者も共に成長する機会であること。 

子どもが自ら進んで清掃や、あいさつなどの行動をすることで、地域の大人から声をかけられ、

地域の中で自分の存在が認められるという喜びを得ることができます。 

また、保護者も一緒に行動することで、大人が率先して範を示し、子どもに良い影響を与えること

に気づいた事例もあります。 

子どもが能動的に行う体験・経験を通しての感動や気づきが、子ども自身の成長の基礎にな

り、保護者にも大切な機会となっていきます。 

 

④ 地域の子どもたちの実態、子どもたちを取り巻く環境を把握し、活動を進めること。 

地域ごとに子どもを取り巻く「環境地図」を作成したり、子どもたちの生活や学校外の生活に

ついて話し合い、子どもの実態や環境から地域の課題をまとめて、地区委員会の活動に生かす

ことが必要です。 

 

⑤ 地域の社会資源との連携や活用を行うため、各所への働きかけを行うこと。 

（＊社会資源とは、子どもの育成に係る団体、施設、個人、行政機関をいいます） 

地区委員会は、いろいろな活動の連合組織であり、様々な立場の人で構成されています。こ

のため、関与する団体の相互連携はもとより、地域内の学校、すこやか福祉センター、区民活動

地区委員会活動にあたって… 
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センター、児童館、キッズ・プラザなどとの連絡調整や、地域の人材への働きかけを行い、社会資

源を活用した地域を挙げての育成活動を見据えることが重要です。 

 

（2） 合同事業の運営 

地域では、さまざまな活動団体が独自に事業を行っていますが、地域全体で事業を実施した方がよ

り効果がある場合もあります。 

地域における合同事業の企画・立案・運営をしたり、団体の特性に応じた役割の分担を協議し、決定

するのも地区委員会の役割です。 

なお、複数の地区委員会が協力して合同事業を実施している例もあります。複数の地区委員会によ

る合同事業は、地域の特性を生かしながら、それぞれの活動の良い点を持ち寄って事業を行うことで、

より一層の効果を期待することが出来ます。 

 

   

  

① 年度踏襲型でなく、社会問題や世相を勘案し、子どもに今、必要なこと、大切であることを念頭

に入れて事業を行うこと。 

 

② 計画的な事業実施のため、年間の事業計画をもつこと。 

 

③ 参加するすべての人が、発達段階に合わせた中期的目標（３～５年先を見通した）を共通にもつ

こと。 

 

④ 事業実施には、子どもにとっての「優先課題は何か」を明確にすること。 

                              

⑤ 地域のすべての子どもが参加できる事業となるように工夫すること。 

 

⑥ 地区委員の一人ひとりが気づいたことを大切にし、次の事業に活かすこと。 

子どもと共感できる育成者でなければ、新しい気づきはなく、育成者一人ひとりが感受性を豊か

にし、問題意識を持つことが大切です。 

 

⑦ 地区委員相互の役割分担を行い、組織内で信頼関係を構築すること。 

役割分担によって、効率よく、円滑に事業運営ができます。 

また、地区委員会の組織運営手順を定めることのほか、健全育成を達成するための目標の設定を

行うことや、人間関係のバランスを保つことが必要です。 

このバランスをうまく保つには、先輩育成者・経験者が、後輩・未経験者の自主性を尊重し、理

解ある態度で温かく見守りながらも、経験則から全体を見通した適切なアドバイスをすることが

必要です。 

 

 地区委員会活動にあたって… 
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（3） 地域への広報活動 

地区委員会の活動の活性化などには、地域における健全育成の適切な広報・周知が重要となりま

す。 

例えば、講演会・研修会の実施、広報紙（機関紙）の発行、環境浄化などの標語・ポスターの募集、掲

示等の広報活動を行うことにより、子どもたちの健全育成に関する地域住民の理解と協力を得られ

るよう努めることが大切です。 

 

 

 

① 地区委員会の活動を、多くの人に理解してもらい、住民なら誰でも地区委員会の健全育成

活動に参加できることを広報すること。 

行政とは別に、地区委員会自身が住民としての言葉でわかりやすく地区委員会の活動につい

て広報し、地域にいる、子どもたちに役立つ知恵、技術、材料をもつ人や、地域の人誰もが育成

活動に参加できるようＰＲ、呼びかけを行うことが必要です。 

 

② 地区委員会を構成する団体の活動を広報すること。 

地区委員会が、地域内の子どもに関係する団体等が連携協力する連合組織であることを生か

し、構成団体の独自事業についても併せて広報することで、一層のＰＲ効果や健全育成の目標達

成を図ることが可能になります。 

 

③ 地域の子どもの問題について、地域で問題を共有していくこと。 

取組みや情報に地域格差が生まれないよう、地域の子どもたちを取り巻いている状況を組織内

に知らせ、地域の子どもたちに関して感じている問題や状況を共有することが必要です。 

また、子どもたちが考えていることを地域や行政に伝えたり、個々の大人に代わって子どもたち

に意見を伝え、中立の立場で代弁者的な働きをすることが求められます 

 

④ 家庭・保護者への働きかけを行うこと。 

地域の健全育成は家庭や保護者の協力なしではなし得ないことから、広報紙の配布や講演会の

実施などにより、家庭や保護者へ関与を働きかけていくことが必要です。 

講演会等のＰＲは、チラシなどの印刷物の配布、口コミ等様々な方法を使って、広く保護者に働き

かけていくことも有効です。  

 

【地区委員会活動にあたって…】 
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3  地区委員会の活動 

地区委員会ごとに、１年間の活動方針や予算を決める「総会」のほか、地区により「全体会」「定例会」

「役員会」「実行委員会」「運営委員会」などの会議体があります。 

また、地区委員会により組織の構成は異なりますが、複数の専門部が置かれ、それぞれの役割に応

じた活動をしています。代表的な専門部の活動内容は次のとおりです。 

 

（1） 広報部 

地区委員会の「広報紙（機関紙）」を発行し、地域の子どもたちに関する情報や地区委員会の活動状

況を広く地域住民に周知し、地区委員会活動に必要不可欠な地域住民の理解を求め、育成活動への

参加を促します。 

 

（2） 環境部 

地域内の育成団体や区（すこやか福祉センター・区民活動センター、子ども教育部・教育委員会・学

校など）、あるいは警察署などの関係機関と連携し、子どもの育成環境改善に関するポスター・標語の

募集、掲示などを通じて、子どもたちを取り巻く地域の環境を点検し、地域が子どもたちにとって安

全で安心な場になるよう、改善する活動を行います。 

 

（3） 育成部・体育部 

キャンプ、ハイキング、スポーツ大会などのさまざまな事業を通して、地域での子どもと大人、ある

いは子ども同士、大人同士の交流を図っています。 

また、ミニ・リーダー講習会を実施し、地域の子どもリーダーの養成に努めている地区委員会もあり

ます。 

 

（4） 研修部 

地区委員や地域の育成者（団体）を対象とした研修会を実施し、資質の向上を図っています。 

また、地域住民を対象とした講演会などを開催し、子どもたちの健全育成への意識啓発に努めてい

ます。 

 

4  地区委員会と行政との関係 

昭和３１年に行政の主導で発足した地区委員会は、その後の改正によって、地域住民の自主的団体

として位置付けられました。 

以来、中野区においては、地区委員会の構成・運営は自主的に行われ、行政は団体の自主的な活動

を損なわないよう、側面的な支援を行っています。 

これは地域の子どもたちの問題の解決に取り組み、地域における子どもたちの育成活動の中心的な

役割を担うのは、主として地域の育成団体であり、区民活動はあくまでも自主的でなければならない

という考え方からきています。 
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他方、区は令和３年に基本構想を改定し、その実現に向け｢中野区基本計画｣を策定しました。区は、

その中で｢地域における子育て支援活動の促進｣を施策の方向として掲げ、子育て関連団体への支援

強化等を主な取り組みとしています。 

また、令和２年３月に策定した「中野区子ども・子育て支援事業計画（第 2 期）」においても、「地域に

育まれ豊かに育つ子どもたち」を目標として、①子どもや子育て家庭と地域の連携の強化②子どもの

安全を守る活動の充実などを推進しています。 

なお、現在第 2期計画の中間の見直しに向けた検討を行っています（令和４年度中に改定予定）。 

今後も区は、区民、団体と連携・協力して課題に取り組むことを基本に、子どもたちが心豊かに育ま

れるまちを目指していきます。 

 

 

 

（1） 区民公益活動に関する政策助成 … 育成活動推進課 

区民団体の公益活動を推進し、豊かな地域社会の実現をめざすため、平成１８年３月、「中野区区民

公益活動の推進に関する条例」が制定されました。 

この条例に基づき、平成１９年度から区の政策に合致し、区政目標の実現に資する活動に対して、

「区民公益活動に関する政策助成」として助成を開始しました。 

助成対象となる活動領域のうち、育成活動推進課の所管する育成支援に関する領域は「子どもと

子育て家庭を支援するための活動」となります。 

 

（2） 子育て支援地域づくり啓発助成金 … 育成活動推進課 

平成２２年度より開始した助成制度で、団体広報紙（機関紙）、環境安全マップ等の地区委員会活動

の啓発に資する媒体の発行経費を対象に助成を行っています。 

 

（3） 情報意見交換会 … 育成活動推進課 

各地区委員会の情報を共有するために、それぞれの地区委員会の活動状況等について「情報意見

交換会」を開催しています。 

この情報意見交換会は平成 22 年度より年２回をめどに開催し、１回目は「代表者会」、２回目につ

いては「研修会」や「部門会議」等を開催しています。 

 

（4） 活動場所の提供（区有施設の利用・貸し出し） … 区民活動センター、児童館 

区民活動センター施設（会議室、音楽室、調理室、多目的室など）を貸し出ししています。また、児童

館では、日曜日に育成団体への貸し出しや、団体の自主管理による子どもたちへの一般開放なども

行っています。詳しくは、各施設へお問い合わせください。 

 

 

区が行っている地区委員会への主な支援 
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5  地区委員会を取り巻く課題 

地区委員会を取り巻く課題には、各地区委員会固有の課題と、子どもたちの安全確保など子どもを

取り巻く社会課題に対し、地域や区全体で考えていくべき課題とがあります。 

 

（1） 人材の確保、育成 

近年、少子高齢化・情報化・国際化などの進展により子どもを取り巻く環境は大きく変化し、複雑高

度化しています。また、生活の多様化、核家族化などにより、地域で育成活動に携わる育成者の数が

減少しています。 

育成者の減少は、地区委員会そのものの存続に関わり、子どもの健全育成の推進に大きく影響を

及ぼします。現在、そして将来においても地区委員会の活動を活性化し、運営の充実を図っていくた

めには、新しい育成者の発掘、育成や関与する地域の方々を増やしていく取組みが大切です。さらに、

地域に開かれ、地域に密着した活動を行うため、広報紙や口コミ、あるいは事業実施の際などに配布

するチラシ・ポスターなどにより、積極的な活動周知を行うとともに、地域の人が関わりたいと思える

魅力的な事業実施により、人材確保策を講じることが必要です。 

 

（2） 地区委員会相互間連携・協力 

地区委員会相互の情報交換や意見交換を通して、同じ育成者としての人間関係を築き、刺激を受

けて新しいアイデアが生まれることがあります。 

また、事業に参加する子どもの人数の減少、企画・運営する育成者の負担、事業実施に伴う経費負

担などを考慮すると、複数の地区委員会が企画段階から協議しアイデアを出し合い、協力し合って合

同の事業を実施することも有効な手段となり得ます。 

 

（3） 社会資源の活用 

地区委員会は、いろいろな活動の連合組織であり、様々な立場の人で構成されています。このため、

関与する団体の相互連携はもとより、地域内の学校、すこやか福祉センター、区民活動センター、児童

館、キッズ・プラザなどとの連絡調整や、地域の人材への働きかけを行い、社会資源を活用した地域

を挙げての育成活動を見据えることが重要です。 

 

（4） 子どもの安全確保への対応 

近年、少年犯罪の件数は減少しているものの、犯罪の低年齢化や再犯者率の上昇、また児童虐待は

増加の一途をたどるなど、子どもに関わる痛ましい事件や事故の状況は深刻化しています。 

また、インターネット・スマートフォン利用者の低年齢化が急速に進み、ゲーム機や音楽プレーヤーな

どの機器からもネットを利用することができるため、子どもが知らず知らずのうちに加害者にも加害

者にもなりうる状況にあります。 

 

学校ではセーフティ教室などの安全教育が行われていますが、家庭においても、親子で危険回避の

方法などについて話し合うことが大切です。  
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一方では、子どもたちが安全で安心して活動できる環境を確保するために、地域の大人もネット社

会への対応や正しい使い方など、新たな社会課題について学び、子どもの安全を見守ることが喫緊

の課題となっています。 

区や警察などの関係機関とも協力しあい、地域ぐるみで取り組みを進めていくことが必要です。 

 

 
～参考～ 

 
＜ネットやスマホを使う前に、気をつけてほしいこと＞ 

○使い方は、家族で話し合い、ルールをきめよう。 

○インターネットは完全な匿名ではないので、誰が投稿したのかはわかることを知っておこう。 

○自分の写真や個人情報以外にも、許可のない友達の写真や個人情報は投稿しない。 

○他人の悪口やウソは絶対に書かない。言葉遣いにも気をつけよう。 

○ネット・スマホで知り合った人と会わないようにしよう。会う必要のある場合には、必ず家族に相

談しよう。 

○他人のサイトの写真やイラストなどを無断で使わない。 

○チェーンメールは無視し、友達にまわさない。 

○アプリやファイルは信頼できる場所からダウンロードしよう。 

 

東京都都民安全推進本部 「こたエール こどものネット・スマホのトラブル相談」より引用 
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地区委員会の沿革  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

昭和２０～２３年  

 浮浪児、戦災児対策が主で、教育基本法、児童福祉法の制定がこの時期でした。  

昭和２４～２６年  

 制定された各種法律の実施の時期で、社会教育法、生活保護法等が制定され、非行児中心の

青少年行政から、すべての児童の福祉、教育を対象とするようになりました。  

 

昭和２８年７月２５日  

 国「青少年問題審議会及び地方青少年問題協議会設置法」の公布  

昭和２８年１０月  

 都「東京都青少年問題協議会」の設置  

 同年１２月、都は「東京都区市町村青少年問題協議会の組織及び運営強化方針」を定め、各区

市町村にその設置を勧奨しました。 

昭和２９年６月８日  

 区 「中野区青少年問題協議会条例」の公布。この条例に基づき、同年１１月『＊中野区青少年

問題協議会』が発足しました。 

 

 

 

昭和３０年９月  

 都 「青少年問題に関する地域組織活動の強化及び補導体制の整備強化要綱」の決定。都は、

青少年問題協議会未設置の区市町村に早期設置を勧奨するとともに、青少年問題協議会の下

部組織として、補導連絡会を設置するように勧奨しました。  
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昭和３０年１２月  

 都 「地区組織の活動強化に関する実施要領」の決定。都は、この要領に基づき、区市町村青少

年問題協議会により、調整一元化された青少年対策に協力する地区組織が必要であるとしまし

た。 

昭和３１年１～３月  

 区 「青少年対策地区委員会」の結成。都の要綱を受け、中野区でも青少年問題協議会の下部

組織として、区内１１出張所を単位とする「青少年対策地区委員会」を設置しました。  
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昭和３６年７月  

 都「地区委員会運営指針」「地区委員会規約基準」を作成。各地域の特殊性を打ち出すため自

主団体とした方が良いこと、活動に定着性がみえてきたこと等の理由から、地区委員会を青少

年問題協議会の下部組織から切り離し、地域住民の自主団体とするよう、あわせて地区委員会

の役割も、従来の連絡調整機能とともに、事業実施機能を持つよう、都から指導があり、地区委

員会と行政の関係に変化が生じてきました。   

 

 昭和４６年１０月  

 都「東京都青少年問題協議会」提言。地区委員会は、今後市民の意向を十分反映し、その期待

に応え得るよう、活動的な地域住民で構成される民間団体として発展していくべきである。地区

組織の運営と活動は、あくまでその自主性に任せ、都は指針を示すにとどめることが望ましい、

との提言がありました。 

昭和４８年１月１９日、昭和４８年７月３１日  

 区 「中野区補助金等検討協議会答申」。特定の団体の一定の活動に対する補助金ではなく、

＊補助金は、事業の内容において、一定の要件を満たす限り、すべての者に開かれるべきであ

る、との答申がありました。 

昭和５０年４月  

 前述の中野区青少年問題協議会の答申に基づき、地区委員会を当該地域に存在する任意の

青少年組織や市民組織を構成単位とする連合体とし、  

○  事務従事の自主化  

○  委嘱状の廃止  

○  団体補助から事業補助への補助の性格替え等の変更と  

名称も「青少年対策地区委員会」から自主的な「青少年育成地区委員会」に変わりました。  
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昭和４９年３月２８日  

 区「中野区青少年問題協議会答申―青少年対策における市民活動のあり方及びこれに対する

行政のかかわり方について」で、 

○  市民活動は、あくまで自主的でなければならない。  

○  援助は、あらゆる団体に公平で、活動の場の提供、講師の派遣、器具の無料使用等の間

接援助を基本とすべきである。 

○  金銭援助は、団体一括補助ではなく、個々の事業補助でなければならない。  

等の答申があり、これらを踏まえ、中野区における地区委員会のあるべき姿が方向  

付けられました。 
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＊  中野区青少年問題協議会の廃止  

 平成２０年１２月１２日、「次世代を担う子どもの育成の推進に係る施策の積極的かつ効率的

な展開を図るため、区長の附属機関として中野区次世代育成推進審議会を設置する。」（中野区

次世代育成推進審議会条例第 1 条（設置）より）ことになりました。これに伴い、中野区青少年

問題協議会条例及び中野区青少年問題協議会は廃止されました。  

なお、中野区次世代育成推進審議会については、中野区子ども・子育て会議が区の子ども・子

育て支援に関する施策について総合的に調査審議を行うため、平成２７年３月１８日に廃止され

ました。 

 

＊  事業への補助金について 

 平成１８年３月２４日、「中野区区民公益活動の推進に関する条例」が公布されたことに伴い、

それまで地区委員会が実施されていた事業に対しては、補助金を支給するものから助成という

形になりました。（助成のしくみは、４．地区委員会と行政の関係の【区が行っている地区委員会

等への主な支援】の１を参照）  

 

 

  

  

 

 

中野区青少年育成地区委員会発足年月日  

南中野（昭和３１年２月１８日）      

弥  生（昭和５６年５月１４日）※南中野地区委員会、東部地区委員会から独立  

東  部（昭和３１年２月１７日）  

鍋  横（昭和３１年１月１５日）  

桃  園（昭和３１年２月１０日）        

昭  和（昭和３１年３月１５日）  

上高田（昭和３１年３月１９日）  

新  井（昭和３１年１月３０日）※新井沼袋地区委員会として発足  

江古田（昭和３１年２月７日）   

沼  袋（昭和５５年９月１２日）※新井沼袋地区委員会から独立  

野  方（昭和３１年２月２５日）  

大  和（昭和３１年１月１６日）  

鷺  宮（昭和３１年２月１１日）  

上鷺宮（昭和５３年４月８日）  ※鷺宮地区委員会から独立  
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地区委員会以外の子どもたちに関係する組織、団体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 子どもの育ちと子育て家庭を支える地域づくりを効果的に推進するために、平成２０年１２月

に設置されました。地区懇談会は、原則として、各中学校区単位で設置しています。  

 主な活動として、（１）子どもと家庭にかかわる地域の課題とその解決に向けた取り組みに関す

ること。（２）子どもと家庭に関わる地域活動の相互の連携に関すること。（３）学校、家庭、地域

及び関係機関の連携に関すること。を行っています。  

 委員の構成は、次世代育成委員、学校関係者、ＰＴＡ関係者、青少年育成地区委員会、町会、

子ども会、民生児童委員、関係機関（保育園・幼稚園など）などとなっています。  

中野区地区懇談会  

 

 地域の実情に応じて、幼児期の学校教育・保育や地域の子ども・子育て支援を総合的に推進

することを目的とした「子ども・子育て支援法」に基づく審議会として「中野区子ども・子育て会

議」は平成２５年８月に設置されました。  

審議会の委員は、１５人以内でその内訳は、（１）子ども・子育て施策に関して識見を有する者

（２）幼稚園、保育施設等の関係者（３）子どもの保護者（４）その他区長が必要と認める者（公

募委員など）となっています。委員の任期は２年で、再任が可能です。子ども・子育て支援事業

計画の策定及び変更、教育・保育施設等の利用定員の設定に関する意見を述べることなどが

役割となっています。 

中野区子ども・子育て会議

 

 

 地域における子育て及び子育ちの支援活動並びに家庭・地域及び学校の連携を推進するた

め、平成２０年９月に第１期次世代育成委員が委嘱されました。  

 乳幼児期から青少年まで一貫した子どもの発達を支援するすこやか福祉センターや児童館と

協力して、家庭・地域・学校の連携を推進していきます。  

 各中学校区から２～３名ずつ選出され、定数は２８名、活動期間は３年です。 

 令和２年４月には、第５期の次世代育成委員が中野区長より委嘱されました。 

中野区次世代育成委員  
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 民生委員・児童委員は、厚生労働大臣から委嘱され、地域の人々の福祉に関する問題（生活

上の問題、高齢者、児童福祉、障害者等福祉全般）についての相談を受けています。守秘義務

が法律で定められていますので、安心して相談ができます。また、一部の児童委員は児童に関す

る事を専門に担当する「主任児童委員」の指名を受けています。  

 民生委員・児童委員・主任児童委員は担当区域が決まっています。 

民生委員・児童委員  

 

 保護司は、法務大臣が委嘱している非常勤の国家公務員で、犯罪や非行をした人からの相談

に応じて、指導・助言や就労の援助などを行っています。また、犯罪予防活動の一環として、毎

年７月に「社会を明るくする運動」を実施しています。保護司会では、定期的に会合が開かれ、

情報交換などを行っています。 

保護司―中野区保護司会  

 

  女性の立場から地域の犯罪防止と、犯罪者や非行少年の更生保護に協力して、犯罪のない

明るい社会の実現を目指す有志の団体です。  

中野区更生保護女性会  

 

  青少年の非行防止のために保護、矯正、指導に関する職にある人が、相互の連携を密にし、

連絡調整協議を行い、それぞれの職務に役立たせることを目的にした組織です。会員は、児童

委員、保護司、少年補導員などです。 

中野区青少年補導連絡会  

 

  区立の小・中学校ＰＴＡの横の連絡を密にし、学校教育の振興発展に寄与するため、研修・レ

クリエーション、環境整備、広報紙発行等の活動を行っています。  

区立小学校ＰＴＡ連合会、区立中学校ＰＴＡ連合会  
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  子ども会は、遊びを通して共同性、協調性など、社会性を身につけることを目的に、異年

齢の子どもたちで構成されているグループです。  

子どもだけではできない部分を、大人が援助しています。子ども会には、町会・自治会の子ど

も会のように地域を単位とした子ども会と、有志により作られている有志子ども会があります。  

子ども会  

 

  子どもとともに進む会は、子どもを持つ、持たないにかかわらず、地域の大人たちが地域ぐる

みで協力し、子どもたちの健全な育成を目指して活動している大人たちの会です。  

子どもとともに進む会  

 

  ボーイスカウト、ガールスカウトは、団体訓練で心身を鍛え、少年少女の豊かな可能性を十分

開発し、将来社会に役立つ人間になるよう育成することを目的とした団体です。  

ボーイスカウト、ガールスカウト  
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《子どもを犯罪から守るために》  

 

 誘拐や通り魔、痴漢など登下校中に子どもが事件に巻き込まれることがあります。  

 小学校入学前に、登下校の時間帯にお子さんと一緒に通学路を歩き、「安全な場所」と

「注意すべき場所・危険な場所」を確認し、大声を出して助けを求める方法や逃げる場所を

教え、身につけさせることは大切なことです。 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ほとんどの大人は子どもを助けてくれるが、中には子どもを狙う悪い人もいるということ

を、子どもに教えておく必要があります。もしそのような人に遭ったらどうしたらいいか、親

子で話し合っておきましょう。 

  

公園、駐車場、空き地、建設中の建物、

公衆トイレ、狭い路地、マンションの植え

込み、エレベーター、路上駐車の多い道

など 

 

交番、コンビニエンスストア、 

子ども１１０番の家、商店、友人宅  など 

安全な場所  

注意すべき場所  
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こんなときにどうしたらよいか（例）  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・車にのった人から声をかけられたとき 

 ① 道を聞かれてもその場で教え、車には絶対に乗らない。  

 ② 「家まで送ってあげる」と言われても、絶対に車には乗らない  など。 

・知らない人につきまとわれたとき 

 ① 物をくれると言っても、絶対についていかない。  

 ② いつまでもついてくるときは、近くの人やお店、交番に助けを求める。  

 ③ 家に帰ったら、すぐに家の人に話す  など。   

・公園や広場で遊ぶとき 

 ① 一人では遊ばない。 

 ② 暗くなる前に帰る。 

 ③ 公園のトイレには、一人では入らない  など。 

・エレベーターを利用するとき 

 ① なるべく一人では乗らない。 

 ② 途中から変な人だなと感じる人が乗ってきたら、なるべく降りる。  

 ③ 降りるとき、知らない人がついてこないか、振り返って確かめる など。 

・「写真やビデオをとってあげる」と声をかけられたとき 

 ① 「いやだ」ときっぱり言って絶対についていかない。  

 ② 家に帰ったら、すぐに家の人に話すなど。 

・「家族が事故にあった」と言って、知らない人に声をかけられたとき  

 ① 知らない人からは、どんなことを言われても絶対についていかない。  

 ② お父さん・お母さんの緊急連絡先に、電話などで確かめる  など。 
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以上のことを、まとめるとつぎのような行動をすることが大切です。  

     

 

 

 

 

 

 

                                       

いかのおすし 

 

いか ない ：  きけんなところに、しらない人についていかない 

の らない ：  しらない人のさそいに、くるまにのらない 

お おきなこえでさけぶ ：  つれていかれそうになったらさけぶ 

す ぐにげる ：  とにかくだれかのいるところへ、はしってにげる 

し らせる ：  ちかくのおとな、けいさつ、いえの人、学校にしらせる 

みんなで 

おぼえよう!! 
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令和４年４月１日 中野区子どもの権利に関する条例を施行しました 

 子どもは権利の主体であり、一人の人間としてその尊厳が尊重され、その権利が保障されます。全て

の人は、生まれながらにして幸せに生きるための権利を持っています。この権利は、子どもであること

を理由に侵害されることがあってはなりません。 

 

中野区は、全ての子どもが幸せに生きていけるよう子どもの権利を保障します。区民や育ち学ぶ施

設及び団体、保護者等と連携し、まち全体で子どもの成長を支え、子どもの権利を保障する、子どもに

やさしいまち中野をつくっていきます。 

 

区は、子どもにやさしいまちづくりを推進するため、中野区子どもの権利に関する条例 （以下「条例」と

言います。）を制定しました。制定に当たっては、日本を含む世界の多くの国と地域が批准している子ど

もの権利条約を踏まえ、子どもをはじめとする区民のみなさんや有識者等のご意見も伺いながら検討

を進めました。今後は、条例に基づき、みなさんと協力しながら様々な取組を進めていきます。 

 

 中野区子どもの権利に関する条例の全文は、中野区ＨＰをご覧下さい。 

→区ＨＰ「中野区子どもの権利に関する条例を制定しました」 

 

子どもの権利条約（児童の権利に関する条約）をご存知ですか 

子どもの権利条約は、1989 年に国際連合において採択され、翌年に国際条約として発効しました。

日本は 1994 年に批准しています。締約国・地域の数は、196（2019 年 8 月現在）。非常に多くの国

と地域で締約されている条約です。子どもの権利条約には、次の 4 つの原則があります。 

原則 内容 

生命、生存及び発達に対する権利 

（命を守られ成長できること） 

すべての子どもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に

伸ばして成長できるよう、医療、教育、生活への支援などを受

けることが保障されます。 

子どもの最善の利益 

（子どもにとって最もよいこと） 

子どもに関することが行われる時は、「その子どもにとって最

もよいこと」を第一に考えます。 

子どもの意見の尊重 

（意見を表明し参加できること） 

子どもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表す

ことができ、おとなはその意見を子どもの発達に応じて十分

に考慮します。 

差別の禁止 

（差別のないこと） 

すべての子どもは、子ども自身や親の人種、性別、意見、障が

い、経済状況などどんな理由でも差別されず、条約の定める

すべての権利が保障されます。 

 

 

http://sv30www.it-nakano2.city.tokyo-nakano.lg.jp/MCNS01/mc/a1/hjxframe.jsphttps:/www.city.tokyo-nakano.lg.jp/kusei/kousou/seido/kodomokyoiku/kodomonokenri/jyoreiseitei.html


 

子どもの権利救済の仕組み 

～相談・支援の流れ～ 

子どもの思いや考えを受け止め、子どもの最善の利益を一緒に考えます。

・子どもの代弁者として関係者に働きかけます。
・権利侵害が起こらないように制度改善を促します。

相談 助言・支援

調査・調整

要請・勧告・是正

  

解決後もご本人が安心で
きるまでサポートをします 

なんでも相談できます。 

相談の秘密は守りますので、「こんなこと相談して大丈夫かな。」と迷わず気軽に相談してください。 

子ども相談室 

午前 11 時から午後 7 時まで 

（日曜、祝日、年末年始は休み）

電話・メール・手紙・会って相談ができます。 

相談は無料です。 

（原則、18 歳未満の子どものことなら、 

まわりの大人も相談できます。) 

 

 

 

kodomo-sodan@city.tokyo-nakano.lg.jp

〒165-0027 

中野区野方 1-35-3 子ども相談室 あて

相談時間

相談方法

電 話

メール

手 紙

私たちが作成しました！   

東京経済大学・野村武司教授と学生   

中野区子ども教育部 子ども・教育政策課 

④

相談

おかしい、しんどい、
苦しい

ひとりで悩まず伝えてください 

こちらから送信できます

２０２２年１１月 発行 

0120-463-931（よりそう きゅうさい）

通話料はかかりません。 

携帯電話・公衆電話からも無料でかけられます。

 
子どもが抱える悩みを解決するために、「中野区子どもの権利救済委員」がいます。 

「中野区子どもの権利に関する条例」について
くわしくはこちら    

相談窓口として、子ども相談室を設置しました。

 解決！ 

 
 

「中野区子どもの権利に関する条例」 

できました！！ 

 

 中野区食育マスコットキャラクター 

「うさごはん」 

子どもの権利に関する

条例とはなんでしょうか

うさごはんがこの条例

のポイントを解説してい

るので、ひとつずつ見て

いきましょう！ 

中野区

こんな思いが

込められています 

子どもは、権利の主体であり、一人の人間としてその尊厳が尊重さ

れ、その権利が保障されます。全ての人は、生まれながらにして幸せ

に生きるための権利を持っています。この権利は、子どもであることを

理由に侵害されることがあってはなりません。 

私たちは、子どもをパートナーとして、まち全体で子どもの成長を

支え、子どもの権利を保障する、子どもにやさしいまち中野をつくって

いきます。

 ― 2022 年 4 月スタート ― 

～中野区子どもの権利に関する条例の前文より～ 
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なぜ「中野区子どもの権利に関する条例」を制定したのか？ 

審議会 意見交換会 パブリック・コメント 

手続き
 

この条例の目的は？ 

子どもにやさしいまちは、全ての人にやさしいまちです。 

区に関わる全ての人が子どもの権利の尊重の理念を持ち、  

それぞれの生活や活動に生かすことにより、子どもの権利を保障

することが大切です。 

そして、子どもにやさしいまちづくりを推進する上で欠かせない

ことは、基本理念を実現するための仕組みです。 

この条例の基本理念は？ 

  

～人と人とがつながり、未来ある子どもの育ちを地域全体で支えるまちを目指して～ 

子ども 

子どもの権利を保障する５つの役割 

 

- 区 -

子どもをパートナーとし
て、子どもにやさしいまち

づくりを推進する

- 地域の事業者 -

事業が子どもの権利の侵害に
つながることのないよう適切な

気配りを行うよう努める

- 育ち学ぶ施設・団体 - 

学校などは、その活動に
おいて子どもの権利を保障
するため、区および区民と

協力するよう努める 

子どもの権利の保障 こんな取組を行っていきます 

 

子どもの権利は、「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する

権利」※ として説明されます。そこで、中野区では次のもの等をこの条例で

定めました（第９条）。 

◆ 自分の意見等を表明し、それが尊重されること。

◆ 学び、休み、および遊ぶこと。

そのために必要な環境が整えられること。

◆ 失敗をしてもやり直せること。

そのために必要な環境が整えられること。

◆ 子どもであることを理由に不当なあつかい

を受けないこと。

中野区では 

◆ 虐待、 体罰等の防止

◆ 貧困の防止

◆ 条例や子どもの権利に関する啓発
◆ 子どもが意見等を表明し、参加できる機会の確保

◆ 子ども会議の開催

◆ 子どもたちの居場所づくり

などに取り組んでいきます。 

１ 

◆ 日本における「子どもの権利条約」の批准（１９９４年）

１９８９年に国際連合で採択された子どもの権利を守るための国際的な約束

◆ 子ども・若者育成支援推進法の制定（２００９年）

児童福祉法の改正（２０１６年）

子どもの権利保障や支援は、子どもの権利条約にのっとることが明記

２ ３ 

意見や考え、思いを

表明でき、それらが

尊重される

子どもにとって最も善いこと

は何かを第一に考える

一人ひとりの個性が尊重され、

だれ一人取り残されることなく

権利が保障される

これらの基本理念を実現するために、 

中野区のみなさんに知ってほしいことが

大きく４つあります

一緒に見ていきましょう！ 

② ③①

命が守られ、心身や尊厳

が傷つけられることなく、

愛情と理解を

もって育まれる

条例制定！ 

 全ての子どもが幸せに生きていけるよう、子どもの権利を保障するためです。 子どもにやさしいまちづくりを推進することです。 子どもの権利に対する中野区の基本的な考え方です。

あらゆる場面で子どもの権利を保障します。 それぞれの役割を明確化することで、子どもの権利が守られるようになります。 
 
この条例の実現を図っていきます。 

④はこちら

貧困、虐待、犯罪などにより、子どもの権利は脅かされやすく、

大人の状況に左右されやすいものです。このような背景から、子ど

もの権利を守り、等しく保障する社会づくりが求められています。 

この条例を作り上げるまでには、子どもから大人までの幅広い

年代の方々が関わり、その意見がしっかりと反映されています。 

※「参加する権利」とは、気持ちを言うことができ、真剣に受け止められ、
尊重されることです。

こちらで紹介しきれなかった

他の項目については、最後の

ページにあるＱＲコードから、

この条例の全文で確認でき

ます 

 - 区 民 -

子どもがすこやかに育ち、安心して
過ごすことができるよう、地域社会

全体で子どもを見守り、
支援するよう努める 

- 家 庭 -

子どもが家庭的な環境のもと
で愛情を受けて育つことが 

できるよう努める 
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子どもの権利救済の仕組み 

～相談・支援の流れ～ 

子どもの思いや考えを受け止め、子どもの最善の利益を一緒に考えます。

・子どもの代弁者として関係者に働きかけます。
・権利侵害が起こらないように制度改善を促します。

相談 助言・支援

調査・調整

要請・勧告・是正

  

解決後もご本人が安心で
きるまでサポートをします 

なんでも相談できます。 

相談の秘密は守りますので、「こんなこと相談して大丈夫かな。」と迷わず気軽に相談してください。 

子ども相談室 

午前 11 時から午後 7 時まで 

（日曜、祝日、年末年始は休み）

電話・メール・手紙・会って相談ができます。 

相談は無料です。 

（原則、18 歳未満の子どものことなら、 

まわりの大人も相談できます。) 

 

 

 

kodomo-sodan@city.tokyo-nakano.lg.jp

〒165-0027 

中野区野方 1-35-3 子ども相談室 あて

相談時間

相談方法

電 話

メール

手 紙

私たちが作成しました！   

東京経済大学・野村武司教授と学生   

中野区子ども教育部 子ども・教育政策課 

④

相談

おかしい、しんどい、
苦しい

ひとりで悩まず伝えてください 

こちらから送信できます

２０２２年１１月 発行 

0120-463-931（よりそう きゅうさい）

通話料はかかりません。 

携帯電話・公衆電話からも無料でかけられます。

 
子どもが抱える悩みを解決するために、「中野区子どもの権利救済委員」がいます。 

「中野区子どもの権利に関する条例」について
くわしくはこちら    

相談窓口として、子ども相談室を設置しました。

 解決！ 

 
 

「中野区子どもの権利に関する条例」 

できました！！ 

 

 中野区食育マスコットキャラクター 

「うさごはん」 

子どもの権利に関する

条例とはなんでしょうか

うさごはんがこの条例

のポイントを解説してい

るので、ひとつずつ見て

いきましょう！ 

中野区

こんな思いが

込められています 

子どもは、権利の主体であり、一人の人間としてその尊厳が尊重さ

れ、その権利が保障されます。全ての人は、生まれながらにして幸せ

に生きるための権利を持っています。この権利は、子どもであることを

理由に侵害されることがあってはなりません。 

私たちは、子どもをパートナーとして、まち全体で子どもの成長を

支え、子どもの権利を保障する、子どもにやさしいまち中野をつくって

いきます。

 ― 2022 年 4 月スタート ― 

～中野区子どもの権利に関する条例の前文より～ 
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施　設　名 電　話 ＦＡＸ
曜　日
時　間

所　在　地

子ども・若者支援セン
ター

５９３７－３２５７ ――――――
月曜日～金曜日
８：３０～１７：００

中央１－４１－２
みらいステップなかの内

施　設　名 電　話 ＦＡＸ
曜　日
時　間

所　在　地

みなみ ３３８２－７３９９ ３３８２－７４７２ 南台５－１５－３

弥　生 ３３７２－０８４１ ３３７２－０８４７ 弥生町１－１４－６

南中野 ３３８２－１６８７ ３３８２－１６９５ 弥生町４－３６－１５

朝日が丘 ３３７３－０３８０ ３３７３－０４１８ 本町２－３２－１４

宮の台 ３３８４－４４４９ ３３８４－４４５９ 本町４－８－１６

文　園 ３３６７－８１０６ ３３６７－８１２４ 中野６－１０－６

上高田 ３３８８－６１４８ ３３８８－６１４８ 上高田５－３０－１５

野　方 ３３８７－８８３６ ３３８７－８８３１ 新井２－４８－１０

新井薬師 ３３８９－５４３８ ３３８９－５４３９ 新井５－４－１７

みずの塔ふれあいの家 ３９５４－６７５５ ３９５４－６７４２ 月～土曜日１０：００～１８：００ 江古田１－９－２４

北　原 ３３３７－９６３２ ３３３７－９６３１ 野方６－３５－１３

大　和 ３３３０－３２６１ ３３３０－３２７７ 大和町２－８－１２

大和西 ３３３０－５３９９ ３３３０－５３９８ 大和町４－１４－９

若　宮 ３３３０－７８９９ ３３３０－７８６０ 若宮３－５４－７

西中野 ３３３９－９８２６ ３３３９－９８２５ 白鷺３－１５－５

鷺　宮 ３３３７－８４３０ ３３３７－８４２９ 鷺宮３－４０－１３

かみさぎ ３９９８－００７４ ３９９８－００９５ 上鷺宮３－９－１９

城山ふれあいの家 ３３６３－０３８８ ３３６３－７１１６ 月～土曜日１０：００～１８：００ 中野１－２０－４

火曜日～金曜日
１０：００～１８：００

土曜・学校休業日
９：００～１７：００

火曜日～金曜日
１０：００～１８：００

土曜・学校休業日
９：００～１７：００

子どもに関する施設・相談機関一覧

子ども・若者支援センター

18歳未満の子どもと、その家庭に関する相談なら何でも。お子さんからの相談にも応じます。

児童館

乳幼児親子から小・中・高校生までが自由に利用できる居場所、仲間づくりや活動の拠点として
様々な支援を行っています。
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施　設　名 電　話 ＦＡＸ
曜　日
時　間

所　在　地

キッズ・プラザ新山 ３３８４－２２９５ ３３８４－２３０９
南台４－４－１
南台小学校内

キッズ・プラザ塔山 ３３６３－３５７８ ３３６３－４１３２
中央１－４９－１
塔山小学校内

キッズ・プラザ桃花 ３３８３－５７３１ ３３８３－５８４６
中央５－４３－１
桃花小学校内

キッズ・プラザ白桜 ５３８０－２７１０ ３３８７－７００８
上高田１－２－２８

白桜小学校内

キッズ・プラザ江古田 ３３８５－７９５５ ３３８５－７９５７
江古田２－１３－２８

江古田小学校内

キッズ・プラザ武蔵台 ３９７０－０４４０ ３９７０－０４４７
上鷺宮５－１－１
武蔵台小学校内

キッズ・プラザ緑野 ５３４５－７４７０ ５３４５－７４７１
丸山１－１７－１
緑野小学校内

キッズ・プラザ谷戸 ３３６１－３７７２ ３３６１－３７７３
中野１－２６－１
谷戸小学校内

キッズ・プラザ江原 ３９５１－６０２５ ３９５１－６０２６
江原１－３９－１
江原小学校内

キッズ・プラザみなみの ３３８１－０１６２ ３３８１－０１６３
弥生町４－２７－１１
みなみの小学校内

キッズ・プラザ美鳩 ３３３０－５９２１ ３３３０－５９２２
大和町４－２６－５

美鳩小学校内

キッズ・プラザ中野第一 ３３７２－００１１ ３３７２－００１２
本町３－１６－１

中野第一小学校内

キッズ・プラザ令和 ５３８０－５５１５ ５３８０－５５１６
新井４－１９－２６

令和小学校内

キッズ・プラザ鷺の杜 3223－1075 ３２２３－１０７６
鷺宮４－７－３

鷺の杜小学校内

施　設　名 電　話 ＦＡＸ
曜　日
時　間

所　在　地

中部すこやか福祉センター ３３６７－７７８８ ３３６７－７７８９ 中央３－１９－１

北部すこやか福祉センター ３３８８－０２４０ ３３８９－４３３９ 江古田４－３１－１０

南部すこやか福祉センター ３３８０－５５５１ ３３８０－１７６６
弥生町５－１１－２６
（みなみらいず内）

鷺宮すこやか福祉センター ３３３６－７１１１ ３３３６－７１３４ 若宮３－５８－１０

月～金曜日
放課後～１８：００まで

土曜日　学校休業日
　８：３０～１８：００

キッズ・プラザ

すこやか福祉センター

子育てに関する疑問や不安、子どもの発達に関する事など子どもに関する様々な相談に専門スタッフが電話
または面接で相談に応じます。

小学生がのびのびと学年を超えて交流し、豊かな体験ができるよう、小学校施設を活用して展開する遊び場
です。

月曜日～土曜日
８：３０～１７：００

日曜、祝日、年末年始（12
月２９～1月3日）は休業
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施　設　名 電　話 ＦＡＸ
曜　日
時　間

所　在　地

中　野 ３３７３－４８９４ ３３７３－４８３７ 弥生町２－６－３

弥　生 ３３８１－０２１３ ３３８１－０６７２ 弥生町５－４－８

本　町 ３３７３－８７００ ３３７３－８７５９ 本町３－２９－１７

鍋　横 ３３８４－４５６５ ３３８４－４５０８ 本町５－４７－１３

昭　和 ３３６２－１５０６ ３３６２－１６５８ 中野６－２－１１

沼　袋 ３３８６－７０８２ ３３８６－７０２７ 沼袋１－３４－１４

江　原 ３９５３－５５２８ ３９５３－５６１９ 江原町１－１０－１６

丸　山 ３３３７－７１０６ ３３３７－７０２９ 丸山２－２７－１６

野　方 ３３８７－６３７９ ３３８７－６１５８ 野方１－３５－８

白　鷺 ３３３０－２４３７ ３３３０－２４７５ 白鷺３－３－２４

区立保育園(子育て相談)

(子育て相談)
月曜日～金曜日

９時～１６時
(祝日、12/29～1/3除く)

就学前乳幼児の育児全般についての相談を、電話・面接にてお受けしています。
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施　設　名 電　話 ＦＡＸ
曜　日
時　間

所　在　地

療育センターアポロ園 ３３８９－３７００ ３３８９－３７６０ 江古田４－４３－２５

療育センターゆめなりあ ６３８２－４７８１ ６３８２－４７８２ 弥生町５－５－２

区立教育センター ――――― ―――――
月曜日～金曜日
８：３０～１８：００

中央１－４１－２

区立教育センター（分室） ３３８５－９３１１ ―――――
月曜日～金曜日
８：３０～１７：００

野方１－３５－３

教育相談室 ５９３７－３０７４ ―――――
月曜日～金曜日

１０：００～１８：００
中央１－４１－２

電話教育相談 ５９３７－３０８３ ―――――
月曜日～金曜日

１０：００～１７：００
同　上

こども１１０番 ５９３７－３６５２ ―――――
月曜日～金曜日

１０：００～１８：００
同　上

教育支援室
（旧適応指導教室）

５９３７－３０４４ ―――――
月曜日～金曜日
９：００～１７：００

同上

中野区社会福祉協議会 
５３８０－０７５１
（経営管理課）

５３８０－０７５０
　　月曜日～土曜日

（日曜・祝日・第３月曜日は休）

　　９：００～１７：００

中野５－６８－７
　スマイルなかの４階

ファミリー・サポート事務局 ５３８０－０７５２ ５３８０－６０２７
　　月曜日～土曜日

（日曜・祝日・第３月曜日は休）

　　８：３０～１８：００

中野５－６８－７
　スマイルなかの３階

不登校の小中学生の学習相談や教育相談を行い、学校への復帰を援助します。
また、外国人児童・生徒等の編入時における日本の学校生活の説明や編入後の学習補助を行います。

社会福祉協議会は、身のまわりの福祉課題を区民の皆さんとともに考え、ともに解決を図りながら、誰もが安心
して住める「まちづくり」をめざして活動しています。相談も受付けます。

子育ての援助を受けたい方と援助したい方が会員になり、仕事や急な用事のため子どもの世話ができないと
きに、会員間で子育ての手助けを行います。

さまざまな発達上の課題を持つ乳幼児のお子さんやその保護者に対して家庭や地域の中でともに生活できる
よう援助しています。ご利用にあたっては、各すこやか福祉センターにご相談下さい。

子どもの教育上の悩みや問題を解決するために、専門の相談員が相談に応じます。

子どもの性格や行動、学業や知能、進路や適性、身体の発達などに関する教育についての相談ができます。

学校のことや友達のこと、家族のことなどで悩んでいる児童、生徒、保護者の方が相談できます。

ご利用にあたっては、各す
こやか福祉センターにご相
談下さい。
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施　設　名 電　話 ＦＡＸ
曜　日
時　間

所　在　地

中野警察署 生活安全課 ３３６６－０１１０ ――――― 中央２－４７－２

野方警察署 生活安全課 ３３８６－０１１０ ――――― 中野４－１２－１

警視庁新宿少年センター
３２２７－８３３５

電話相談　５３４８－３４１５
―――――

月曜日～金曜日
9：00～１７：１５

新宿区北新宿
４－６－１

警視庁 ヤング・
テレホン・コーナー

３５８０－４９７０ ――――― ２４時間受付
千代田区霞ヶ関

２－１－１

東京都教育相談センター
０１２０－５３－８２８８

（教育相談一般）
――――― 24時間受付

新宿区北新宿４－６－１
東京都子供家庭総合セン
ター４F

東京都
子どものネットやスマホ

のトラブル相談
「こたエール」

０１２０－１－７８３０２

メールやLINEで
も相談できます

（24時間受付中）

月曜日～土曜日
１５：００～２１：００

祝日を除く

東京都 都民安全推進本部

少年または、保護者から少年の非行防止、または少年の福祉に関する相談を受けています。

≪その他公共機関≫　

　警察署・少年相談

子どもの非行などの問題で悩んでいる方や、いじめ・犯罪等の被害に遭い、精神的なショックを受けている少
年のために、心理専門の職員などが秘密厳守で相談に応じます。（※面接要予約）

お子さんの非行問題等で悩みを抱えているご家族や、いじめや犯罪等の被害に遭い、悩んでいるお子さんの
ために、電話相談『ヤング・テレホン・コーナー』を開設しています。

高校生相当年齢までの子どもやその保護者、学校関係者からの学校教育や家庭教育について、
専門員が電話で相談・問い合わせに応じます。

専門のスタッフが青少年のネット、スマホに関するあらゆる相談、質問に幅広く対応しています。

月曜日～金曜日
８：３０～１７：００

(緊急時は１１０番へ)
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